



























































No. 国　名 市民権者と永住権者 滞在者 計（人） No. 国　名
市民権者と
永住権者 滞在者 計（人）
１ 中国 2,340,129 364,865 2,704,994 14 ドイツ 14,228 17,290 31,518 
２ 米国 1,558,444 618,554 2,176,998 15 ニュージーランド 16,362 12,058 28,420 
３ 日本 788,298 116,508 904,806 16 アルゼンチン 21,760 594 22,354 
４ カナダ 188,617 42,875 231,492 17 キルギスタン 17,328 902 18,230 
５ ロシア 213,273 5,683 218,956 18 タイ 167 17,333 17,500 
６ ウズベキスタン 171,300 2,300 173,600 19 シンガポール 1,984 14,666 16,650 
７ オーストラリア 72,620 59,667 132,287 20 マレーシア 44 14,365 14,409 
８ カザフスタン 105,344 1,786 107,130 21 香港 4,108 9,499 13,607 
９ フィリピン 783 95,849 96,632 22 ウクライナ 12,734 319 13,053 
10 ベトナム 2 83,638 83,640 23 グアテマラ 3,101 9,817 12,918 
11 ブラジル 48,748 2,025 50,773 24 フランス 3,054 9,630 12,684 
12 イギリス 13,009 33,820 46,829 25 メキシコ 2,483 9,317 11,800 
13 インドネシア 467 35,828 36,295 26 その他139カ国（１万人未満） 91,175 































































カナダ 0 1 カナダ 98 
イギリス 0 1 イギリス 20 
フランス 0 1 フランス 14 
ドイツ 0 1 ドイツ 31 
オーストラリア 0 1 シドニー 47 
ニュージーランド 0 1 ニュージーランド 13 
カザフスタン 0 1 アルマトイ 51 
ウズベキスタン 0 1 タシュケント 73 
キルギスタン 0 1 ビシュケク 3 





中国（香港） 10 北京，天津，大連，延辺，上海，連帯，青島，瀋陽，無錫，香港 0 65 
台湾 2 台北，高雄 0 4 
フィリピン 1 フィリピン 0 16 
インドネシア 1 ジャカルタ 0 8 
タイ 1 バンコック 1 タイ 3 
ベトナム 2 ハノイ，ホーチミン 0 4 
シンガポール 1 シンガポール 0 1 
イラン 1 テヘラン 0 1 
サウジアラビア 2 ジッダ，リヤド 0 3 
エジプト 1 カイロ 0 1 
パラグアイ 1 パラグアイ 1 パラグアイ 3 
アルゼンチン 1 アルゼンチン 1 アルゼンチン 19 
ブラジル 1 ブラジル 1 サンパウロ 28 
その他の地域 0 0 172 



















































































































































































































予　　算 ･支援あり ･支援なし ･支援なし























































































イギリス：BRITISH COUNCIL：1934：110 カ国 250 箇所、ドイツ：GOETHE-INSTITUT：
1951：83カ国 147箇所、フランス：ALLIANCE FRANCAISE：1964：137カ国 1000余箇所、
日本：日本語国際センター：1972：21カ国22箇所、中国：孔子学院：2004：96カ国322箇所、
などがある（2011年現在）。中国の場合、教育施設の規模をもとに孔子学院（大）と孔子学堂（小）
に分類しているが、韓国の「SEJONG学堂」と「SEJONG教室」の分類方法と類似している。
　前述したように、最近の２～３年の間、韓国政府は韓国語教育施設の名称を「SEJONG学堂」
に統一し、国家競争力を高めるために韓国語教育のグローバル化に力点を置いてきたといえる。
世界各地の「SEJONG学堂」の数が、2010年 22箇所から2012年７月には90箇所 23）まで増加
している。これは、近年、世界各地における韓国ドラマやケイ・ポップ（K-POP；韓国大衆音
楽）による韓流ブームの影響を受け、韓国語学習者が多く増えたことを物語っている。また、
世界各地の教育施設等が「SEJONG学堂」に指定されると、韓国政府から「SEJONG学堂」
の運営予算、教員養成及び再教育プログラム、教材、優秀な受講生への奨学金、「ヌリー
SEJONG学堂」の利用･活用などの支援を受けられるというメリットも作用したと考えられる。
韓国文化体育観光部の第２次韓国語発展基本計画によれば、世界各地の「SEJONG学堂」の
総数を2012年の90箇所から、2014年には160箇所、2016年には200箇所にまで増やすとして
いる。
23）SEJONG学堂が設置されている地域（箇所）は、日本（２）、中国（18）、台湾（１）、モンゴル（３）、東
南アジア（16）、インド地域（６）、オセアニア地域（２）、中東（１）、アフリカ（４）、ヨーロッパ（16）、
旧ソ連地域（９）、北米（５）、中南米（７）などである。韓国文化体育観光部報道資料（2012年７月23日）
より。
113
趙：韓国語教育のグローバル化の現状
　また、表２に示した世界16 ヶ国 38箇所にある教育科学技術部所属の「韓国教育院」が、
2013年からは文化体育観光部所属の「韓国文化院」に統合されることになっている24）。したがっ
て、50年近く主に在外韓国人に韓国語を教えてきた「韓国教育院」が「SEJONG学堂」となり、
在外韓国人のための韓国語教育機関から、グローバル化された韓国語教育機関として生まれ変
わると思われる。さらに、2012年 10月には、「SEJONG学堂財団」が設立され、今や韓国語
を普及させる前進基地ともいえる「SEJONG学堂」の制度的運営基盤となり、韓国語教育の
総括支援・管理機構として専門的かつ体系的に韓国語教育を支援することになる。
６．おわりに
　以上、720万人にのぼる在外韓国人と世界各地の外国人のために行われている韓国語教育の
特徴を追究した。また、「SEJONG学堂」が韓国語教育機関の共同ブランドとして位置づけら
れた経緯を分析した。今後、「SEJONG学堂」が韓国語を普及させる中枢教育機関として韓国
語教育のグローバル化に欠かせない存在になるだろう。
　一方、外国の言葉を学ぶということは、ただその言語を学習することだけではなく、そこに
溶け込んでいる社会・文化の特性や価値を経験することでもある。そういう意味で、筆者は、
教育科学技術部所属の「韓国教育院」が「韓国文化院」に統合され、韓国語と韓国文化を合わ
せて教育する施設として生まれ変わることに意義があると考える。また、「SEJONG学堂」が
一層活性化されると、韓国語教育の対象者を在外韓国人と外国人に分けることなく、真の韓国
語教育のグローバル化へと進展していくだろう。
　しかし、筆者は、近年、韓国政府が韓国語教育の普及に力を入れ、それを一つの高級ブラン
ド商品として扱い、国家競争力を高めようとする政策には少し疑問を感じる。なぜなら、韓国
語教育のグローバル化が自国語を普及させるという文化政策ではなくなり、単なる経済政策の
範疇に留まる恐れがあるからである。そうだとするなら、韓国語教育のグローバル化戦略は世
界と韓国の景気に左右されやすくなり、一貫した政策の展開が困難となるだろう。したがって、
韓国語教育のグローバル化の意義を、国家競争力を強化させるという商品扱いではなく、韓国
が国際社会の平和と進歩を担う一員として新しい地位を築くことに貢献できる現象として捉え
ればよいだろう。
　なお、本稿では、韓国内における外国人のための韓国語教育の特徴、及び日本における朝鮮
学校の現況などは考察することができなかったが、これらについては稿を改めて検討したい。
24）2012年７月、これに関連する法律の改正案が国務会議を通過した。
